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１．研究の背景と目的 

2014 年 8 月に改正都市再生特別措置法が施行さ

れ創設された立地適正化計画では市町村が市街化区

域において医療、福祉、商業施設等を誘導する都市

機能誘導区域、居住を誘導し将来も人口密度を維持

する居住誘導区域を定めることができるようになっ

た。しかし、既に市街化区域の存在する線引き都市

においては、市街化区域の内部にさらに区域を設定

する二重線引きとなり、人口減少の見込まれる都市

においては、市街化区域とほとんど同じ大きさの居

住誘導区域を設定してしまうと、居住誘導区域の将

来に渡る人口維持の実現が難しくなってしまう。 

本研究では 2018 年 5 月 1 日時点で居住誘導区域

を策定済みの 124 都市のうち線引き都市である 81

都市を対象として、実際に設定された居住誘導区域

が将来に渡って人口維持可能であるか検証を行い、

さらにクラスター分析を用いてコンパクトな居住誘

導区域の設定を行っている自治体とそうでない自治

体の特性を分析することを本研究の目的とする。 

 

２．既往研究の整理と本研究の特色 

国土交通省¹⁾によると居住誘導区域の設定は将来

の人口等の見通しを踏まえた適切な範囲にすべきで

あり人口減少が見込まれる都市は市街化区域全域を

そのまま居住誘導区域として設定すべきではない。    

さらに 2015 年の国土交通白書によると都市構造

がコンパクトになり人口密度が高まれば効率的に行

政サービスが提供できるようになり行政コストが節

減される効果も見込まれ、実際に市町村の人口密度

と一人当たりの行政コストの関係を見ると人口密度

が低いほど一人当たりの行政コストが高くなる。 

野本ら²⁾は居住誘導区域の人口密度目標はほとん

どの都市で居住誘導区域として設定した区域の現在

人口密度を目標としていることを明らかにした。 

富山市³⁾は都市施設の維持管理費用を住民がひと

しく負担すると仮定した場合住民一人当たりの負担

額推計値と住民一人当たりに要求する維持・更新費

用は人口が 1 ヘクタール当たり 40 人で負担と受益

が一致するとしている。 

これらの既往研究より居住誘導区域の人口密度を

維持することが行政コストの負担軽減につながり区

域の人口密度は 1 ヘクタール当たり 40 人を超える

ことが望ましいということが分かった。 

 

３．本研究の流れ 

 本研究では、次の２点を分析する。 

１）今後多くの人口減少が見込まれる自治体は市街

化区域と比べて小さい居住誘導区域の設定を行っ

ているのかどうか 

→井上ら⁴⁾による全国小地域別将来人口推計システ

ムを用いて、小地域単位の人口を 100m メッシュ

に割り振ったデータの作成を行い、市街化区域の

2015 年と 2040 年を比べた時の人口減少率を求め

る。次に各都市が示している居住誘導区域図を基

に居住誘導区域と比べた市街化区域の縮小率を求

め、両者の比較を行う。 

２）コンパクトな居住誘導区域の設定を行っている

自治体とそうでない自治体の特性があるかどうか 

→既に求めた市街化区域の人口減少率と縮小率につ

いてクラスター分析を行い、対象都市を複数のク

ラスターに分け、コンパクトな居住誘導区域を設

定した自治体とそうでない自治体の特性を分析す

る。 

 

４．居住誘導区域の人口維持実現性の分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 居住誘導区域と比べた時の市街化区域の縮小

率と市街化区域の人口減少率の関係 
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図 1 に示すように、人口減少が見込まれるにもか

かわらず、市街化区域とほぼ同じ大きさの居住誘導

区域の設定を行っている都市が数多くあることが分

かった。これに反して、市街化区域の人口減少率が

5％以下でも市街化区域の縮小率が 20％を超え、人

口維持の実現性の高い居住誘導区域を設定している

自治体もあり、将来人口増加が見込まれるにもかか

わらず市街化区域より小さい居住誘導区域を設定し

た自治体もあった。 

 

５．居住誘導区域のコンパクト性の都市ごとの特性

の分析結果 

図 1 をもとにクラスター分析を行い、以下のよう

なクラスター分けとなった。 

 

図 2 市街化区域の縮小率と人口減少率の関係のク

ラスター分析結果 

 

図 3 各クラスターの重心をプロットした結果 

表 1 対象都市のクラスター分けの結果 

 

クラスター分析を行った結果、一番居住誘導区域

を絞り込んでいるクラスター１の半分以上が積雪の

多い地域であり、除雪費用が区域設定に影響してい

ることが考えられる。さらに市街化区域とほぼ同じ

大きさの居住誘導区域を設定しているクラスター９

においては大阪都市圏の都市が目立っている。今後

多くの人口減少が見込まれないのにも関わらず、市

街化区域の縮小率の大きいクラスター３、５につい

ては、滋賀県の都市が多く含まれている。 

 

６．結論 

本研究では、81 都市を対象として設定された居

住誘導区域が将来に渡って人口維持可能であるか、

コンパクトな居住誘導区域の設定を行っている自治

体とそうでない自治体の特性の分析を行った。 

 その結果、多くの自治体で人口減少が見込まれる

にもかかわらず、市街化区域とほぼ同じ大きさの居

住誘導区域の設定を行っており、積雪の多い地域で

は、コンパクトな居住誘導区域を設定している事が

多いということが分かった。 
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